
第４９期決算公告
２０２５年６⽉２０⽇

宮城県亘理郡亘理町逢隈⽥沢字壇の越５５番地
東北セキスイハイム⼯業株式会社

代表取締役　佐藤　公紀

２０２５年３⽉３１⽇現在
(単位︓円)

⾦      額 ⾦      額

 5,771,796,824  5,880,757,987
6,324,622 4,334,755,374

5,008,293,074 1,246,985,596
7,218,890 4,825,068

106,326,428 3,908,356
185,945,572 201,163,542

1,713,971 205,000
439,960,436 10,716,500
16,013,831 4,164,551

73,000,000
1,034,000

 1,712,800,599 155,722,341
1,323,792,146 3,937,623

850,861,387 72,134,420
75,600,362 78,266,000

242,129,013 1,384,298
275,023

6,807,520 6,036,480,328
137,592,150

8,762,691
1,764,000 1,448,117,095

100,000,000
6,136,190
2,436,323 1,348,117,095
3,699,867 25,000,000

1,323,117,095
382,872,263 1,323,117,095
382,358,083

414,180
100,000

1,448,117,095
7,484,597,423 7,484,597,423

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産
前 払 年 ⾦ 費 用

未 収 入 ⾦

建 物

無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 負 債

株 主 資 本
（ 純 資 産 の 部 ）

土 地

⾞ 両 運 搬 具

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計
純 資 産 合 計

敷 ⾦ 及 び 保 証 ⾦
そ の 他 の 投 資

仕 掛 品

買 掛 ⾦
短 期 借 入 ⾦

原 材 料
前 払 費 用

リ ー ス 債 務

未 払 消 費 税 等

役 員 賞 与 引 当 ⾦

科 目 科 目
（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）

製 品

貸    借    対    照    表

流 動 負 債流 動 資 産

売 掛 ⾦
現 ⾦ 及 び 預 ⾦

退 職 給 付 引 当 ⾦

賞 与 引 当 ⾦

有 形 固 定 資 産

リ ー ス 債 務

未 払 費 用

負 債 合 計⼯ 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ エ ア

固 定 資 産

機 械 装 置

建 設 仮 勘 定
資 本 ⾦

施 設 利 用 権 利 益 剰 余 ⾦
利 益 準 備 ⾦
そ の 他 利 益 剰 余 ⾦

リ ー ス 資 産

構 築 物 繰 延 税 ⾦ 負 債

繰 越 利 益 剰 余 ⾦
（ 内 当 期 純 損 失 ） (△216,723,397)

未 払 ⾦

未 払 法 人 税 等

預 り ⾦



『 個 別 注 記 表 』             
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １）棚卸資産の評価基準及び評価方法

    ・製   品･･････････････････移動平均法に基づく原価法

    ・原材料･･････････････････移動平均法に基づく原価法

    ・仕掛品･･････････････････個別法に基づく原価法

　　貸借対照表価額は、収益性の低下に基く簿価切下げの方法により算定

  ２）固定資産の減価償却の方法

    ・有形固定資産(リース資産を除く)

    定額法を採用している。
    なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

      建物　　　　　　　３１、４９年
      機械装置　　　　　　　　１０年

    ・無形固定資産(リース資産を除く)

      定額法を採用している。なお、⾃社利用のソフトウェアについては、社内における
      ⾒込利用可能期間(5年)に基づいている。

    ・リース資産

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
          リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。
          （但し、１件当たりのリース料総額が３００万円以下の契約については通常の賃貸借処理による。）

    ・⻑期前払費用

    定額法を採用している。

  ３）引当⾦の計上基準

    ・賞与引当⾦･････････従業員賞与(使用⼈兼務取締役の使用⼈分を含む)の⽀給に充てる
                       　          ため、期末直前⽀給額を基礎とした⾒積額を計上している。

    ・役員賞与引当⾦･･････役員賞与の⽀給に充てるため、⽀給⾒込額を計上している。

    ・退職給付引当⾦･･････退職給付に備えるため、従業員の退職⼀時⾦部分は、
                                    当期末の退職給付⼀時⾦債務⾒込額を計上しており、
                                    従業員の確定給付企業年⾦部分については前期末の退職給付債務⾒込額及び
                                    年⾦資産額に基づき計上している。
                                    役員退職慰労引当⾦は⽀給規則に基づく期末要⽀給額を計上している。

  ４）収益及び費用の計上基準

    ・商品及び製品等の販売に係る収益…商品等の販売は、引渡時点において顧客が当該商品等に対する⽀配
　　　を獲得し、履⾏義務が充⾜されると判断し、当該時点で収益を認識している。
　　　なお、出荷時から商品等の⽀配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時点
　　　において収益を認識している。

  ５）消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

  ６）グループ通算制度の適用

    グループ通算制度を適用している。

２．貸借対照表に関する注記

  １）有形固定資産の減価償却累計額 ６,４６２,８８１千円

  ２）関係会社に対する短期⾦銭債権 ５,２１２,４８１千円

    　  関係会社に対する短期⾦銭債務 ５,３０４,８６５千円


